
2026 年 3 月期 第 2 四半期（中間期）決算説明会 主な質疑応答内容 

 

2025 年 11 月 14 日（金）に開催致しました、弊社「2026 年 3 月期 第 2 四半期（中間期） 

決算説明会」の主な質疑応答の内容について以下に記します。 

なお、記載内容につきましては、質疑応答の内容をご理解いただきやすい様、表現の変更や加筆・修正を 

行っておりますのでご了承下さい。 

 

 

【インド事業の利益改善について】 

問 1．インドは価格競争が厳しい市場で簡単に利益を出せるわけではないが、ここ数年で利益を出せるよ

うになってきた。その具体的な取り組みや施策について伺いたい。 

答 1．インドで利益が出るようになった主な要因は二つある。一つは売上増加による稼働率の向上。もう一

つは、部品の現地調達化を継続的に推進してきたことによるコスト競争力の向上。これらの取り組み

が、この二年間で結果として表れている。 

 

【レアアースフリーモーターの展開について】 

問 2．レアアースフリーモーターについて、今後どのような部品に展開していく予定か？ 

また、その時期の目処について教えていただきたい。 

答 2．地政学的リスクが高く、且つコストの高いネオジム磁石を、安価で入手しやすいフェライト磁石に置き

換え、シュミレーション技術による最適設計と制御技術によりほぼ同等な性能を実現している。調達

リスクも無く、比較的低コストなモータで、今後は駆動用モーター、オイルポンプやウォーターポンプなど、

様々な製品へ順次展開を予定。また、より出力の大きい領域では、マグネットを使わないリラクタンス

モーターなども開発中で、顧客への提案準備をしている。 

 

【インド事業の営業利益向上施策について】 

問 3．インド事業で 2030 年度に向けて営業利益が 5 倍になる計画だが、営業利益率向上に向けた具

体的な施策について伺いたい。 

答3．利益率向上の鍵は現地材料を使った現地生産の徹底。まだ現地材まで使えていない製品が多く存

在する。そのため、今回インドに R&D センターを設立し、現地で設計開発・評価を実施することでス

ピード感を持って取り組む体制を構築した。これにより大幅なコスト削減を実現し、利益率向上を目

指す。具体的な数字は現時点では非公表。 

 

【中国事業の今後の取り組みについて】 

問 4．中国事業は売上が下がっている途中で厳しい状況が続いている。今後の取り組みについて、現在の

構えを維持するのか、それとも縮小を選択せざるを得ないのか見解を伺いたい。 

答 4．中国市場は年々厳しくなっており、特にメイン顧客のホンダや日産の台数減少が大きく影響している。

ただし、欧州向け顧客のビジネスもあり、顧客によって状況は異なる。前期から継続して固定費削減



を進めており、必要に応じて人員削減も実施している。今後は日系・欧州系顧客の動向を見極めな

がら、さらなる固定費削減を進める。それでも対応が難しい場合は、拠点閉鎖も検討対象に入る。

現在検討中の段階。 

 

【二輪 EV駆動システムの展開について】 

問 5．mibot 向けの E アクセルをインドで量産するとのことだが、その他向けの今後のビジネス展開や受注

状況について教えていただきたい。また、どのようなお客様にビジネスチャンスを見ているか？ 

答 5．KG モータースの mibot をはじめ、特定小型車両領域で日系 OEM から引き合いをいただいている。

加えて、オートバイ用の派生品も開発中で、日系 OEM および外資 OEM と商談中。インドの日系メ

ーカーやインド系 OEM とも話を進めている。受注に近いものもあれば、現在対応中のものもある。基

本的にはモーター・コントローラーをシステムとして提供することを強みとしている。 

 

【今年度業績見通しについて】 

問 6．通期で関税影響 45 億円とのことだが、その緩和策の具体的内容を教えていただきたい。 

また、ホンダの生産台数減少の影響と、それをオフセットする要因について伺いたい。 

答 6．関税インパクトと売上減少による付加価値減少に対し、社内努力で 70 億円レベルの追加改善を

立案・実行中。内訳は、顧客への価格改善交渉がかなりの部分を占める。また、売上状況の変化

に対応し、グローバルで緊急のコスト削減を展開中で、主に経費削減による効果を織り込んでいる。

市場のプラス方向の期待は織り込んでいない。ホンダの減産影響については、半導体問題の影響範

囲が不明確なため、精査が必要で今回は業績予想を修正しなかった。関税の負担については、引

き続き顧客にお願いしていく必要があるが、相手があることなので金額は折り込めない状況。価格改

善は四輪がメインだが、二輪でも実施している。 

 

【インドの生産拠点拡充について】 

問 7．インドで倉庫を工場化するとのことだが、倉庫をなくして新しく建てるのか？ 

また何を生産するのか教えていただきたい。他の拠点も含め、2030 年に向けた生産能力増強の目

処について伺いたい。 

答 7．アーメダバードプラントについては、現在の倉庫の建屋を改装し、生産設備を追加することで工場化

する。新しく建てるのではない。生産するのは四輪の視界系領域と二輪の燃料・エンジン補機領域。

また、グルガオンプラントでは建屋を建設中。この二つの拠点整備により、基本的に 2030 年の 700

億円までは対応可能と考えている。ただし、さらに受注が上積みされた場合は、追加の建屋が必要

になる。 

 

【欧州事業の今後の展開について】 

問 8．欧州事業の現状と今後について伺いたい。中期計画で欧州への投資案件が見えない中、拠点が 5

つあることは適正か？ 

今後さらなる合理化を見込んでいるか、中長期的なビジョンを教えていただきたい。 



答 8．欧州は中期計画の中で一部拠点の統廃合を予定している。これは選択と集中の戦略に基づくもの。

売上が減少している中、拠点統廃合により固定費を適正化し、しっかりとした利益が出せる体制にす

る。完全撤退する考えはない。商品領域としては、視界系・利便快適系(ワイパー、パワーウィンドウ、

サンルーフ等)を継続していく方針。 

 

【関税影響の確認について】 

問 9．通期で 45 億円の関税インパクトは営業利益ベースという理解でよいか確認したい。 

答 9．その通りである。 

 

【ベトナムの乗り入れ規制の影響について】 

問 10．ベトナム・ハノイの乗り入れ規制が他地域にも拡大する見込みだが、業績への影響やビジネスチャン

スについて見通しを伺いたい。 

答 10．ハノイの乗り入れ規制は 2026 年 7 月から中心部で実施予定。この 7 月から 9 月では 20%程

度台数が落ちたが、実施時期の延期や適用曜日変更の議論があり、市場は少し戻ってきている。

ただし規制自体は実行されると予想しており、インドで電動事業をスタートさせるのと同様に、

ASEAN 特にベトナムでも準備を開始している。 

 

【関税の顧客負担に関する交渉状況について】 

問 11．アメリカの関税影響について、価格転嫁を認めてくれない分が計上されているという理解でよいか？

交渉は継続中か、それとも拒否されているのか？ 

答 11．納入先で全額認めると宣言しているところは一切ない。そのため現時点では全額負担を前提に計

上している。どこも快く了承している状況ではない。関税を正確に早期に把握し、タイムリーに顧客

にエビデンスを提示することがまず重要。その上で顧客の事情もあるため、一部を何らかの形で見て

いただける可能性もあれば、交渉のテーブルに乗らない場合もある。引き続き交渉努力を継続して

いく。 

 

 

以上 


